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新しい社会的養育ビジョンにおける一考察
―児童養護施設の元職員として―
Considerations of a Vision of a New Social Upbringing By a Former Employee of a Childcare Facility
辰 己 隆
＊
Abstract
On August 2, 2017, a “Vision of a New Social Upbringing” was formulated and made public. The
specific contents will be discussed later in this paper, although it incorporated issues such as halting the
new admission of compulsory care facilities to maintain the principle of a home upbringing for preschool
children.
The author was employed for 14 years in a childcare facility, worked with many children, and has
seen many of them graduate from the facility.The author has also maintained contact with them to this
day. Since leaving employment at that facility, the author has researched and promoted positive social
care as an educator and researcher, has trained nursery teachers, and was, therefore, surprised at the
publication of the “Vision of a New Social Upbringing.” Although foster parents are promoted by this
vision,what will happen to childcare facilities?This paper reflects upon this vision from the perspective
of a former childcare facility employee with a desire to share the thought on the vision.
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はじめに
2016（平成28年）の児童福祉法改正により、子ど
もが権利の主体である事、実親による養育が困難で
あれば、里親や特別養子縁組などで養育されるよ
う、家庭養育優先の理念等が規定された。2017（平
成29）年月日、この改正法の理念を具体化する
ため、厚生労働大臣が参集し開催された有識者によ
る検討会「新たな社会的養育の在り方に関する検討
会」（座長：国立成育医療研究センター奥山眞紀子
こころの診療部長）で「新しい社会的養育ビジョン」
がとりまとめられ公表された。具体的な内容等は、
本文にて後述するが、就学前の子どもは、家庭養育
原則を実現するため、原則として施設への新規措置
入所を停止等が盛り込まれた。
福祉新聞（2017年10月23日を要約
1)
）によると、
これに対し、全国児童養護施設協議会（桑原教修会
長）は11日に都内で、厚生労働省の検討会が月に
まとめた「新しい社会的養育ビジョン」についての
特別セミナーを開いた。施設入所期間の限定化など
が盛り込まれた新ビジョンは現場の施設に衝撃が広
がっているとして、桑原会長は「施設への偏った見
方がある」と怒りをあらわにし、今後は現場の意見
を訴える方針を明らかにした。セミナーは東京と大
阪で緊急に開催、計700人が参加した。全養協が厚
労省の報告書に批判的な対応をするのは異例だ。
セミナーは検討会委員の奥山眞紀子・国立成育医
療研究センター部長等が、新ビジョンについて解説
した。続く行政説明では、厚労省併任の山本麻里・
内閣官房内閣審議官が「数値目標により機械的に施
設入所を止めたり、里親委託をしたりするわけでは
ない。子どもの権利を守るため国や自治体に意識変
革を投げ掛けている」などと理解を求めた。こうし
た講義の最後に桑原会長が登壇し、「一施設長とし
ても、新ビジョンは自分の中で沸き起こる怒りを抑
える事ができない。児童養護施設への偏った見方が
ある」などと指摘。日々苦しむ子どもと誠実に向き
合う職員の働きが社会で認められるべきだと主張し
た。特に検討会の委員に全養協が入っていない点も
問題視し、「自分たちで将来像を描けなかったのは
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残念。新ビジョンを進めるには私たちのエネルギー
も必要なはずだ」と疑問を投げ掛けた。その上で、
全養協としては新ビジョンを完全には受け入れない
姿勢を表した。今後、具体化される過程では現場の
声を集めて訴える方針。さらに、近日中に再度、厚
労大臣へ要望書を提出する。とした。
筆者は、14年間児童養護施設に従事し、多くの子
ども達と関わり、卒園生を多数輩出し、今でも卒園
生との交流がある。副施設長退職後、教育・研究者
として肯定的に社会的養護の研究・推進をし、その
現場で従事する保育士養成にささやかながら携わっ
ているが、この「新しい社会的養育ビジョン」公表
には、瞠目した。里親は、推進されるが、児童養護
施設は、どうなるのかと。本稿は、児童養護施設の
元職員として、このビジョンについて考察し、思い
を考究したい。
 新しい社会的養育ビジョンについて
（）改正児童福祉法の具現化
児童福祉法は、2016（平成28）年に改正され、主
な改正ポイントとして、理念の明確化が挙げられ
た。
・児童福祉法第条 児童福祉の理念
「全て児童は、児童の権利に関する条約の精神に
のっとり、適切に養育されること、その生活を保障
されること、愛され、保護されること、その心身の
健やかな成長及び発達並びにその自立が図られるこ
とその他の福祉を等しく保障される権利を有する。」
とし、児童の権利条約の精神が明確に謳われた。
また、同法条で「全て国民は、児童が良好な環
境において生まれ、かつ、社会のあらゆる分野にお
いて、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意
見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮さ
れ、心身ともに健やかに育成されるよう努めなけれ
ばならない。」とし、同じく児童の権利条約で重要
なキーワードである児童の最善の利益が謳われてお
り、児童の権利が重要視された。
さらに、第条では、第条「適切な養育を受け、
健やかな成長・発達や自立等を保障される権利」と
第条「児童の最善の利益」のつを児童の福祉を
保障するための原理とし、この原理は、すべて児童
に関する法令の施行にあたって、常に尊重されなけ
ればならないとされた。
具体的には、児童が適切な養育を受け、成長、発
達、自立などを保障される権利を有している事や、
児童を中心に位置付けて、国民、保護者、国、地方
公共団体は、それを支えるという構造でその福祉が
保障される事を明らかにしている。また、社会的養
護を必要とする児童の約割が児童養護施設などの
施設へ措置されている現状から、里親やファミリー
ホーム（小規模住居型養育事業）など、より家庭に
近い養育環境への推進を図るため、これらについて
国、地方公共団体（都道府県道、市町村)にその責
務がある事が明記された。つまり、改正児童福祉法
の理念・原理を具体化し、且つ具現化する必要が生
じた背景があると理解した。
（）新しい社会的養育ビジョンの経緯とポイント
新しい社会的養育ビジョン（「新たな社会的養育
の在り方に関する検討会」平成29年月日とりま
とめ公表
2)
によると、
経緯
2016（平成28）年の改正児童福祉法により、子ど
もが権利の主体であること、実親による養育が困難
であれば、里親や特別養子縁組などで養育されるよ
う、家庭養育優先の理念等が規定された。この改正
法の理念を具体化するため、厚生労働大臣が参集し
開催された有識者による検討会（※）で「新しい社
会的養育ビジョン」がとりまとめられた。※「新た
な社会的養育の在り方に関する検討会」（座長：国
立成育医療研究センター奥山眞紀子こころの診療部
長）
ポイント
①市区町村を中心とした支援体制の構築。
②児童相談所の機能強化と一時保護改革。
③代替養育における「家庭と同様の養育環境」原則
に関して乳幼児から段階を追っての徹底、家庭養
育が困難な子どもへの施設養育の小規模化・地域
分散化・高機能化。
④永続的解決（パーマネンシー保障）の徹底。
⑤代替養育や集中的在宅ケアを受けた子どもの自立
支援の徹底などをはじめとする改革項目につい
て、速やかに平成29年度から着手し、目標年限を
目指し計画的に進める。
これらは子どもの権利保障のために最大限のス
ピードをもって実現する必要があり、その工程にお
いて、子どもが不利益を被ることがないよう、十分
な配慮を行う。
教育学論究 第 10号 2 0 1 870
＜工程で示された目標年限の例＞
・特に就学前の子どもは、家庭養育原則を実現する
ため、原則として施設への新規措置入所を停止。
このため、遅くとも平成32年度までに全国で行わ
れるフォスタリング機関事業の整備を確実に完了
する。
・愛着形成に最も重要な時期である歳未満につい
ては概ね年以内に、それ以外の就学前の子ども
については概ね年以内に里親委託率75％以上を
実現し、学童期以降は概ね10年以内を目途に里親
委託率50％以上を実現する（平成27年度末の里親
委託率（全年齢）17.5％）。
・施設での滞在期間は、原則として乳幼児は数か月
以内、学童期以降は年以内。（特別なケアが必
要な学童期以降の子どもであっても年以内を原
則とする。）
・概ね年以内に、現状の約倍である年間1000人
以上の特別養子縁組成立を目指し、その後も増加
を図る。とされた。
2012（平成24）年11月30日付国通知「児童養護施
設等の小規模化及び家庭的養護の推進について
3)
」
で、2015（平成27年）度を始期として15年間で、施
設の本体施設、グループホーム、里親等の割合を
分のずつにしていく目標を達成していく事を目指
し、都道府県は施設に要請して「家庭的養護推進計
画」を策定させると共に、平成41年度末の社会的養
護を必要とする児童の見込み数や里親等委託率の引
き上げのペースを考慮して確保すべき事業量を設定
した上で、施設と調整を行い「都道府県推進計画」
を策定している最中での公表であった。社会的養護
における施設・里親両者共に、戸惑いを名状し難
かったのではないか。
 社会的養護の基本理念と現況
（）社会的養護の基本理念と原理
2017（平成29）年12月の厚生労働省子ども家庭局
家庭福祉課「社会的養育の推進に向けて
4)
」による
と、社会的養護の基本理念と原理について以下の様
にまとめている。
社会的養護の基本理念
①子どもの最善の利益のために
・児童福祉法第条「全て児童は、児童の権利に関
する条約の精神にのっとり、適切に養育されるこ
と、その生活を保障されること、愛され、保護さ
れること、その心身の健やかな成長及び発達並び
にその自立が図られることその他の福祉を等しく
保障される権利を有する。」
・児童の権利に関する条約第条「児童に関するす
べての措置をとるに当たっては、児童の最善の利
益が主として考慮されるものとする。」
②社会全体で子どもを育む
・社会的養護は、保護者の適切な養育を受けられな
い子どもを、公的責任で社会的に保護養育すると
ともに、養育に困難を抱える家庭への支援を行う
もの。
社会的養護の原理
①家庭養育と個別化：すべての子どもは、適切な養
育環境で、安心して自分をゆだねられる養育者に
よって養育されるべき。「あたりまえの生活」を
保障していくことが重要。
②発達の保障と自立支援：未来の人生を作り出す基
礎となるよう、子ども期の健全な心身の発達の保
障を目指す。愛着関係や基本的な信頼関係の形成
が重要。自立した社会生活に必要な基礎的な力を
形成していく。
③回復をめざした支援：虐待や分離体験などによる
悪影響からの癒しや回復をめざした専門的ケアや
心理的ケアが必要。安心感を持てる場所で、大切
にされる体験を積み重ね、信頼関係や自己肯定感
（自尊心）を取り戻す。
④家族との連携・協働：親と共に、親を支えながら、
あるいは親に代わって、子どもの発達や養育を保
障していく取り組み。
⑤継続的支援と連携アプローチ：アフターケアまで
の継続した支援と、できる限り特定の養育者によ
る一貫性のある養育。 様々な社会的養護の担い
手の連携により、トータルなプロセスを確保す
る。
⑥ライフサイクルを見通した支援：入所や委託を終
えた後も長くかかわりを持ち続ける。 虐待や貧
困の世代間連鎖を断ち切っていけるような支援。
社会的養護の基盤づくり
○大規模な施設養護を中心とした形態から、一人一
人の子どもをきめ細かく育み、親子を総合的に支
援していけるよう、ハード・ソフトともに変革し
ていく。
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○家庭養護を推進していくため、養育者の家庭に子
どもを迎え入れて養育を行う里親やファミリー
ホームを優先するとともに、児童養護施設、乳児
院等の施設養護についても、できる限り小規模で
家庭的な養育環境の形態（家庭的養護）に変えて
いく。また、家庭的養護の推進は、養育の形態の
変革とともに、養育の内容も刷新していくことが
重要。
○施設は、社会的養護の地域の拠点として、家庭に
戻った子どもへの継続的なフォロー、里親支援、
自立支援やアフターケア、地域の子育て家庭への
支援など、専門的な地域支援の機能を強化する。
○ソーシャルワークとケアワークを適切に組み合わ
せ、家庭を総合的に支援する仕組みづくりが必
要。
とされている。
つまり、社会的養護は、これを必要とする子ども
と家庭を支援して、子どもを健やかに育成するた
め、2016（平成28）年の改正児童福祉法にある「子
どもの最善の利益」、「家庭養育優先」を基本理念に
した支援をするという事が窺えた。加えて、筆者は
昨今、社会的養護の役割はますます大きくなってお
り、これを担う人材の育成･確保が重要な課題と
なっており、社会的養護を担う機関や組織において
は、その取り組みの強化と運営能力や質の向上が求
められるのではないかと考究した。
(）社会的養護の現状と推移
社会的養護の現状 施設数、里親数、児童数等を
見てみる。
約万千人の児童が、社会的養護を必要として
おり、対象児童の特性に応じた施設に措置・委託さ
れている。なお、2017（平成29）年より情緒障害児
短期治療施設は、児童心理治療施設へと名称変更を
している。
里親については、登録里親数11,405世帯、委託里
親数4,083世帯、委託児童数5,190人である。ファミ
リーホームは313か所、委託児童数1,356人となって
いる。児童養護施設等の全体施設数は、1,232か所、
定員43,169人（母子生活支援施設を除く）現員
38,039人となっている。
また、要保護児童数の推移を見てみると
6)
、乳児
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図表5)
出所：厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 2017（平成29）年12月
「社会的養育の推進に向けて」p. 11より
院、児童養護施設の入所児童数は、一旦減少するか
に見えたが、増加傾向に転じ、ここ数年減少傾向と
なっている。約20年前に比べて、児童養護施設の入
所児童は微増、乳児院が約1割増となっている。一
方、里親・ファミリーホームへの委託児童数は、児
童虐待防止法施行前の1999（平成11）年度末の
2,122人から、2016（平成28）年度末の6,546人へと
3.08倍もの増加率となっている。
先述したが、2016（平成28）年の改正児童福祉法
の理念では、「家庭的な環境での養育が重視」とさ
れ、施設入所よりも里親・ファミリーホームへの委
託の方向性が、さらに強化され、今後も継続される
見通しである事が顕在化してきている。
 フォスターケア・ドリフトとフォス
タリング機関の強化
(）里親制度低迷であった要因
里親制度は、1965（昭和40）年時代以降、認定及
び登録里親数、委託里親数、委託児童数は、全て
年々減少していき、2005（平成17）年に微増はして
いるも、それ程増えてはいなかった。また、要養護
児童の殆どが施設への措置となり、里親委託は割
にも満たない現状があった。
この里親低迷の要因について、木村たき子は、「日
本独特の血縁関係を重視する家族関係、養育家庭へ
の理解不足、PR不足、都市化・核家族化・少子化
の進行、住宅事情、施設入所に重点をおいてきた行
政姿勢、子育てのむずかしさ観、親権をめぐる里親
と実親との複雑な関係、里親制度を推進する専門職
の不足、児童にあった制度の柔軟性のなさ、里親会
の衰退、委託費・手当て等に関する問題、研究者の
少なさ等いろいろ考えられる。これらの里親制度の
問題は、長い間指摘され続けてきたのであるが、家
制度などの日本の国民性やプライバシー等で片付け
られてしまうことが多い
7)
。」と明瞭に述べており、
筆者も同意する。
特に、施設養護が里親委託より主流になっている
要因として、認定及び登録里親数が少ないため、委
託の際、要養護児童とのマッチングが上手く合わ
ず、施設入所措置の方が迅速である実態があり、こ
の事が余計に里親の新規開拓を推進できていない現
状につながっていたと考究できる。
（）フォスターケア・ドリフトの事例
筆者が児童養護施設職員であった時代に対応し
た、施設から養子縁組を前提とした養育里親へ、そ
して施設再入所になった事例を紹介したい。
事例の概要
Ｎ男は、遺棄児童として乳児院入所、歳になり
児童養護施設に措置変更される。児童相談所の判断
により、約年かけて慎重に養子縁組を前提とした
養育里親委託となる、歳の時、里親に実子ができ
たという理由により里親委託は中止となり、元措置
されていた児童養護施設へ再入所となる。その後、
18歳で卒園するまで情緒不安定な施設生活を過ごし
た。
事例の経緯
・歳までの生育暦
Ｎ男は、生後まもなく、遺棄児童として、乳児院
に保護され、年齢が歳に達したので児童養護施設
に措置変更された。保護者の情報は全く無く、他者
による面会、外出、外泊もない。児童養護施設での
生活は順調であり、日常生活面、発達面に問題はみ
られない。性格は、大人しく、他児には優しく接し、
保育者には、甘える姿を素直に見せていた。
・家庭養護の方向へ
児童相談所の施設訪問調査の際に、Ｎ男に関する
自立支援計画が検討され、担当ケースワーカーよ
り、家庭養護である養子縁組里親委託が提案され
た。
①保護者の情報が全く得られないので、長期保護に
なる可能性が高い。
②施設で長期保護するより、里親による家庭養護の
方が、少しでも家庭生活経験ができ、良いのでは
ないか。
③年齢が、歳なので、養育里親や養子縁組里親な
ど幅広く選択できる。
④発達に問題なく、性格も穏やかであり、里親に受
け入れられやすい。
などの理由により具体的に里親をさがす事となっ
た。
・里親との出会い
ヶ月ほどして、児童相談所の担当ケースワー
カーより、一組の里親が決定したと施設に連絡が
入った。里親のプロフィールは、結婚15年目で、子
どもはいない。自宅兼店舗付き住宅で、理髪店を夫
婦で営んでいる。経済的に問題はなく、借金もな
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い、貯蓄は千万円程度あるとの事、出来れば養子
縁組を前提とした養育里親を希望しているとの事。
・里親委託まで
里親、児童相談所担当ケースワーカー、施設の三
者が、最初の顔合わせをして今後の事について慎重
に協議した。
週間後、里親が、施設訪問をしてＮ男の様子を
観察した。両者は、この時点で、自己紹介はしてい
ない。里親は、遠巻きにＮ男をみて、とても気に
入った様子であった。週間後、里親は再度施設訪
問をし、里親委託への気持ちを確認した。回目の
訪問の際、Ｎ男の保育に一緒に参加し、お互い二言
三言の会話を交わした。そして、回目の訪問に
て、保育後、初めてお互いの自己紹介を行った。
その後、数回保育に参加し、保育後、里親とＮ男
だけで施設内で遊んだりもした。お互い、大分打ち
解けてきたので、近くの公園や駅周辺へ外出できる
様になった。Ｎ男は、里親を自分にとって特別な存
在であると認識し始め、訪問される事を楽しみにし
ている様であった。里親にとっても同様であった。
半年ほど、この関係が続いた後、次に里親宅へ外
出、そして外泊をしてみる事にした。何回かの外出
も問題はなく、初めての外泊もとても上手く行っ
た。外泊も、最初は、泊から、そして泊泊と
延長し、また半年が過ぎた。
約年間、慎重の上に慎重を重ね、お互いの関係
を築いた。里親は、「外泊した時、散髪屋の店の中
でお手伝いもでき、お客さんから、名前を聞かれる
と、里親の姓を名乗り、名前を言っていた。」と嬉
しそうに述べていた。
そこで、里親、児童相談所担当ケースワーカー、
施設の三者が協議し、里親委託をしても大丈夫であ
ると確信し、決議した。暫くして、歳のＮ男は、
施設の職員や友達に見送られ、満面の笑みを浮かべ
て、里親に引き取られた。
・里親委託年後
児童相談所から、施設側に電話が入る。「年前
に里親委託したＮ男について、再入所をお願いした
い。理由は、15年間子どもが生まれなかった里親が
妊娠をした。故に、年前に委託されたこの里子
は、もう要らないと里親が言っているとの事」。Ｎ
男は、ケースワーカーと人だけで、施設に帰って
きた。その後、18歳で卒園するまで、施設において、
暴言・乱暴等の情緒不安定な行動が頻発した。
考察
本事例は、児童養護施設から里親委託になり、里
親の都合で施設に再入所した、児童にとっては非常
に問題のあるフォスターケア・ドリフト
8)
の事例で
ある。
遺棄児童である事から、家庭養護の里親委託へつ
なげる事は、良き判断であったに違いない。里親委
託まで、約年間かけて、慎重に人間関係を築いた
事も間違いはない。しかし、里親に、実子ができる
事は誰しも予測できなかった。できれば、里親に、
里子と実子を一緒に育ててほしかった。
事例からの課題として、里親の認定等に関する問
題、里親委託後の里親に対する研修などのフォロー
アップの必要性、児童相談所における里親体制の充
実などが十分に考えられる。しかし、最も考えねば
ならないことは、フォスターケア・ドリフトによっ
て情緒不安定になった児童のケアである。
（）里親へのフォスタリング機関を強化
「新しい社会的養育ビジョン」の概要（「新たな社
会的養育の在り方に関する検討会」平成29年月
日とりまとめ公表
9)
）では、新しい社会的養育ビ
ジョンの骨格の中で、
・里親の増加やその質の高い養育を実現するため、
児童相談所が行う里親制度に関する包括的業務
（フォスタリング業務）を強化するとともに、民
間団体も担えるようフォスタリング機関事業の創
設を行う。
・代替養育に関し、家庭復帰やそれが不適当な場合
には養子縁組を選択するなど、永続的解決を目指
したソーシャルワークが児童相談所で行われるよ
う徹底する。
とし、新しい社会的養育ビジョンの実現に向けた工
程では、里親への包括的支援体制（フォスタリング
機関）の抜本的強化と里親制度改革を挙げている。
・リクルート、研修、支援などを一貫して担うフォ
スタリング機関による質の高い里親養育体制の確
立を最大のスピードで実現し、平成32年度にはす
べての都道府県で行う体制とし、里親支援を抜本
的に強化する。
・平成29年度中に国でプロジェクトチームを発足し
ガイドライン作成や自治体への支援を開始する。
・ファミリーホームを家庭養育に限定するため、早
急に事業者を里親登録者に限定し、一時保護里
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親、専従里親などの新しい里親類型を平成33年度
目途に創設する。併せて「里親」の名称変更も行
う。としている。
筆者は、以前から里親支援の重要性については、
以下の様に、言及してきた
10)
。
2011（平成23）年に定められた「里親委託ガイド
ライン」では、里親委託優先の原則を明確に掲げて
いる。一方、里親側の養育上課題もある。たとえ
ば、養育上の問題、退行現象、真実告知、実親等と
のかかわり、地域とのかかわりなどである。その解
決のためには、里親委託後の支援体制の充実が重要
となる。
厚生労働省では、里親支援の一環として2008（平
成20）年度より「里親支援機関事業」を実施してい
る。これは、都道府県等が実施主体となり、里親制
度の普及啓発や里親への各種研修事業の実施、里親
を支援する里親委託等難進員を配置し、施設や関係
者等との連絡。調整や里親同士の交流、相談援助な
どを行う。なお、都道府県は事業の実施にあたり、
里親会や児童家庭支援センター、児童養護施設、乳
児院、NPO等などに委託できる事になっている。
里親委託は、社会的養護体制の中でも、より家庭
的な環境で愛着関係の形成を図る事ができ、今後積
極的な活用が望まれているが、要養護児童は情緒的
に不安定なむずかしいケースも少なからずあり、今
後、里親支援体制の充実は急務の課題であると。
今回、「新しい社会的養育ビジョン」で、里親へ
のフォスタリング機関の強化がなされる事について
は、理解できるし、高く評価し、期待もしている。
そして、何よりも先述したフォスターケア・ドリフ
トで傷付く子どもが一人でも現出しない事を、切に
希望したい。
 家庭養育原則と取り組み目標
（）乳幼児の家庭養育の原則徹底
「新しい社会的養育ビジョン」の概要（「新たな社
会的養育の在り方に関する検討会」平成29年月
日とりまとめ公表
11)
）では、工程で示された目標年
限の例として、
・特に就学前の子どもは、家庭養育原則を実現する
ため、原則として施設への新規措置入所を停
止
12)
。このため、遅くとも平成32年度までに全国
で行われるフォスタリング機関事業の整備を確実
に完了する。としている。
筆者が、真っ先に注目したのは、この下線箇所で
ある。児童養護施設は、社会的養護の目標である①
衣食住の保障、②文化を享受する権利の保障、③人
間形成（人間性の回復、新たな自己概念の形成）へ
の保障を目標として、子ども達を支援している。そ
の集団生活している年齢は、おおよそ歳から18歳
までと幅広い、
この年齢の幅広さが、長所であり、ウリなのであ
る。
幼児から高校生までが、切磋琢磨しながら日常生
活を送り、それぞれの自己実現に向けて生活してい
るのである。中・高校生が、年少児や幼児の面倒を
みる。年少児・幼児が年長児を敬い慕う。この相乗
効果を目の当たりにできるのが、児童養護施設にお
ける「ほのぼのとした醍醐味」であった。
筆者は、児童養護施設に従事していた頃、非行や
思春期における反抗期により、一時期ひねくれてい
た中・高校生が、幼児と触れ合う事により、自己の
幼少時代を振り返り、自己発見、自己覚知をし、立
ち直っていく姿を幾度となく見てきた。逆もまた真
であり、幼児にとっても、いつも同じ職員ではなく、
中・高校生と関わる事により、日頃発見できない表
情を見せてくれていた。
この年齢の幅が狭まるのは、残念である。小学生
以上のみになると年齢の幅広さが狭くなり、これま
での醍醐味が減少するのではないかと憂慮してい
る。
なお、この事は、施設が小規模化され小集団に
なっても同様であると考察する。
（）年限を明確にした取り組み目標
次に、取り組み目標である。
・施設での滞在期間は、原則として乳幼児は数か月
以内、学童期以降は年以内。（特別なケアが必
要な学童期以降の子どもであっても年以内を原
則とする。）
としている。
家庭養育優先を原則とし、施設入所期間を短縮す
るとあるが、施設再入所の頻度が高くなるのではな
いかと懸念している。筆者が対応したこれまでの要
養護児童を振り返ると、無理に年以内に家庭復帰
をさせると、必ず施設再入所が間違いなく起こり得
るケースが多々実在した。先述したフォスターケ
ア・ドリフト事例の様な児童が現出するのではない
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かと案じる。
おわりに
その後、2018（平成30）年月日、厚生労働省
は、都道府県に対して、社会的養育推進計画策定要
領を示した。昨年月に厚生労働省の検討委員会が
まとめた「新しい社会的養育ビジョン」に基づき、
里親委託率の数値目標と達成期限を盛り込むよう求
めている。焦点だった里親委託率については、国と
して「乳幼児は年以内に75％」、「学童期以降は10
年以内に50％」を推進すると改めて強調した。この
目標を念頭に、都道府県ごとに数値目標と達成期限
を設定するよう求めた。つまり、都道府県には、地
域の実情を踏まえて、数値目標と達成期限を設定す
るよう要請したのである
13)
。
この「新しい社会的養育ビジョン」について、児
嶋草次郎（社会福祉法人石井記念友愛社理事長）は、
里親委託の推進は、いわば社会的養育の比重を法人
から個人へ進めるという事でもある。密室での支援
となる里親への支援体制は不可欠だが、社会的養護
の歴史を振り返ってみても、今後、数年で簡単にで
きるわけがない。新ビジョンの数字合わせのため
に、里親の「粗製乱造」が増えれば、子どもや里親
にとって不幸な結果になるのは確実だ。と明確に、
このビジョンに対する危惧を述べている
14)
。
筆者は、改正児童福祉法の理念に基づき、児童養
護施設、乳児院等の施設養護は、できる限り小規模
で家庭的な養育環境の形態（家庭的養護）に変えて
いく。
そして、家庭養護を推進していくため、養育者の
家庭に子どもを迎え入れて養育を行う里親やファミ
リーホームを優先するという「新しい社会的養育ビ
ジョン」の方向性は、理解できるし、賛成である。
しかし、そもそも国通知であった2015（平成27年）
度を始期とした15年間で、施設の本体施設、グルー
プホーム、里親等の割合を分のずつにしていく
目標を達成していく為に、それぞれが、地域の実情
に合った目標に向けて努力している最中に、新たな
数値目標や期限の公表をする事については、納得で
きないし、釈然としない。
児童養護施設は、要養護児童の養育保護につい
て、長年培ってきた実践と実績がある。まず、児童
養護施設の本体施設の整備・職員配置の充実、そこ
を安定させてから、家庭的養護であるグループホー
ム、自立援助ホームの整備・職員配置の充実、そし
て家庭養護である里親への推進、フォスタリング機
関の強化をする。
でないと、里親推進ばかりで、先述した様なフォ
スターケア・ドリフトがあった場合、子ども達の受
け皿があるのか、どう対応するのか甚だ疑問であ
る。
筆者は、児童養護施設の元職員として、この「新
しい社会的養育ビジョン」について考察し、考究し
たが、里親を、急激に増やして、本当に大丈夫なの
かという憂慮はやはり、拭い去れない。
註
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